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１ はじめに

１．背景
　近年、企業はステークホルダーから原材料・部品の調達リスク
（例：調達難やサプライヤでの人権問題など）への対応も評価さ
れる。多くの企業では、調達リスクマネジメント（以下、RM）
の必要性が再認識されているが、厳しい競争に晒される企業で
は、RMを後回しとせざるを得ない状況が考えられる。それゆ
え、調達RMを促進する仕組みを研究する必要がある。
　その前段階として、筆者は過去の研究論文で、日本企業362社
（注1）を対象に調達RMを実態調査・分析した（注2）。その
結果、「経営者の調達リスク認知」と「業界CSRルールの影響
力」が促進要因である可能性を示したが、それらの実証には追加
分析が必要であった。
２．目的と構成
　本稿の目的は、先行研究で示した調達RM促進要因を定量的に
裏付けし、その促進方策を研究するための基礎資料を得る事であ
る。
　本稿の構成は次の通りである。2章では先行研究をレビューす
る。3章では仮説と分析方法を示す。4章では分析結果と考察を
述べる。5章では結論と課題を述べる。

２ 先行研究レビュー

　筆者は、過去に国内・海外の先行研究をレビューし、日本
企業362社の調達RMを調査・分析した（Endo and Kamei, 
2022）。その結果、調達RMの促進要因（「経営者の調達リス
ク認知」と「業界CSRルールの影響力」）を明らかにしたが、
その実証分析には課題を残した。
　調達研究は、国内よりも海外が先行しており、Journal 
of Supply Chain Management（1965年設立）やJournal 
of Purchasing and Supply Management（1994年設
立）を中心に、数多くの論文が発表されている（Car te r 
and Ellram,2003; Ellegaard et al.,2010; Schneider and 
Wallenburg,2013; Wynstra et al.,2019）。同様に、調達RM
研究も海外が大きく先行している（Fahimnia et al.,2015; Fan 
and Stevenson,2018; Harland et al.,2003; Kraljic ,1983; 
Timmer and Kaufmann,2019; Zsidisin et al.,2016）。しか
し、国内・海外の先行研究には日本企業に焦点を絞り上記実証を
試みた例は見られなかった。

３ 仮説設定と分析方法

１．仮説設定
①仮説 1
　Zsidisin et al.（2000）は、経営者の調達リスク認知と明
言化が調達RM促進のために必要であると結論付けた。また、
Zsidisin and Wagner（2010）は経営者と調達部門間でリスク
情報を共有する必要性を述べた。他分野においてもリスク認知と
リスク対応の正相関を実証した研究があり（林, 2011; 上市・楠
見, 2006）、経営者のリスク認知は調達RM実施に影響すると考
えられる。以上より、下記仮説を設定する。
H1：企業経営者の調達リスク認知度が高い程、調達RMを実施
する傾向がある
②仮説 2
　Endo and Kamei（2022）は業界CSRルールが調達RM実施
に影響することを示唆した。林（2019）も企業がSDGsへ対応
する理由の1つとしてRMを挙げており、業界CSRルールは調達
RM実施に影響すると考えられる。以上より、下記仮説を設定す
る。
H2：業界CSRルールは企業の調達RM実施を促進する
２．分析方法
①分析対象とデータ設定
　分析対象は、Endo and Kamei（2022）の調査企業362社と
した。図表１に同論文の調査結果を示す（注3）。また、仮説
（H1・H2）の特徴を示すデータを表2の通り設定した。
②分析データの設定理由
・調達リスク認知度 （図表２）
　調査企業の調達リスク開示度、社外取締役比率、外国人持株比
率の3項目を主成分分析し、得られた第1主成分得点を調達リス
ク認知度とした。それらの3項目は先行研究において経営者のリ
スク認知及びRM実施に対する影響が示されており（林,2019;松
田,2013; Endo and Kamei, 2022）、それらの総合指標として
の第1主成分得点はリスク認知度であると考えた。
・準拠する業界CSRルールの開示有無 （図表２）
　他分野の研究では企業がSDGsへ対応する理由の１つにRMを
挙げている（林,2019）。それゆえ、業界CSRルールは調達RM
実施へも影響すると考えた。そこで、サンプル企業群間（準拠
CSRルール開示有りの企業・無しの企業）での調達RM施策数の
差を検定・確認すれば、それらのRM施策数への影響を実証でき
ると考え設定した。
③分析手法
　設定データ（図表２）を用い、次の3分析から仮説（H1・
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H2）を検証する。第1に、362社における「調達RM施策数」と
「調達リスク認知度」の正規性を検定する。第2に、「調達RM
施策数」と「調達リスク認知度」を相関分析する。第3に、362
社の「準拠する業界CSRルール開示の有無」に関してサンプル
企業群間での「調達RM施策数」の差を検定する。分析ツールは
SPSS Ver.25を用いた。

４ 分析結果と考察

１．分析結果
①正規性の検定結果
　362社における「調達RM施策数」と「調達リスク認知度」の
正規性を検定したところ、いずれも正規性が無い事を確認した
（p<0.05）。
②相関分析の結果
　ノンパラメトリック手法であるSpearmanの順位相関分析よ
り、調達RM施策数と調達リスク認知度との相関を確認した（図
表３）。
③サンプル企業群間での差の検定結果
　まず分析対象としたサンプル企業群のデータ概要を整理した
（図表４）。次にノンパラメトリック手法であるマン・ホイット
ニー・ウィルコクスン検定より、それらのサンプル群間でのRM
施策数の差を検定した。その結果、有意確率 0.05 未満で帰無仮
説は棄却され、サンプル企業群間で調達RM施策数に有意差があ
る事を確認した。
２．分析結果に基づく仮説 (H1・H2) の検証
①調達リスク認知度と調達 RM 施策数との相関 ( 図表３)
　分析結果は、相関係数ρ= 0.495（中程度の相関）を示し、企
業経営者のリスク認知度が高い程、RMを実施する傾向を明らか
にした。それゆえ、本分析結果はH1を立証した。
②準拠する業界 CSR ルールの開示有無による調達 RM 施策数の
差 ( 図表４)
　分析の結果、サンプル企業群間（準拠するCSRルール開示有
りの企業・無しの企業）での調達RM施策数には有意差があるこ
とを確認した。それゆえ、業界CSRルールは企業における調達
RM促進に寄与すると解釈でき、本分析結果はH2を立証した。
３．考察
　本稿の分析より仮説（H1・H2）は立証され、「経営者の調達
リスク認知」、「業界CSRルールの影響力」の2つが調達RM促
進要因である事を裏付けた。本節では、先行研究（Zsidisin et 
al.,2000; Zsidisin and Wagner,2010）が特に重要性を指摘し
た「経営者の調達リスク認知」に焦点を絞り、その促進方策を考
察する。
　企業のRM実施には資金、人材、ノウハウが必要であり
（Zsidisin et al.,2000）、それらの負担は企業の競争力低下に
つながりかねない。厳しい競争に晒される企業では、社内におい
てRM実施への理解が得られない状況も考えられる。そこで、先
行研究が指摘した様に「経営者の調達リスク認知」を向上できれ
ば、経営者の調達RMに対する理解・実施指示が促され、社内で
のRM実施を後押しできると考えられる。
　調達リスクはサプライチェーンの幅広い箇所に潜んでおり、
個々の企業努力だけで経営者に多様な調達リスクを認知させる
ことは困難である。その認知向上のために、先行研究は社内・

社外のリスク・コミュニケーションが有効であるとしている
（Endo and Yamakawa,2024; Zsidisin and Wagner,2010;
延東,2022）。また、調達関連データのAI分析（Guida et 
al.,2023）やサプライチェーンのリスク監視システム（Suzuki 
and Usami, 2019）によるリスク特定・経営者との共有などの
手法も効果的と考えられる。今後、それらを踏まえて促進方策の
研究を進める必要がある。

５ おわりに

１．結論
　本稿の目的は、先行研究で明らかにした調達RM促進要因を定
量的に裏付け、その促進に関する基礎資料を得る事であった。分
析結果は「経営者の調達リスク認知」と「業界CSRルールの影
響力」がRMを促進する事を裏付けた。また、先行研究が重要視
した「経営者の調達リスク認知」に焦点を絞り、RM促進のため
の方策を考察した。
２．今後の課題
　経営者の調達リスク認知促進やCSRルール浸透には、社
内・社外のリスク・コミュニケーションが有効である（Endo 
and Yamakawa, 2024; Zsidisin and Wagner ,2010; 延
東,2022）。また、調達データのAI分析（Guida et al.,2023）
や、サプライチェーンのリスク監視システム（Suzuki and 
Usami, 2019）によるリスク特定・経営者との情報共有も効果
的と考えられる。今後、それらを踏まえながら、多角的な視点で
研究を進めたい。
　本稿の分析は、対象時期や企業が限られている（注1・2）。
より幅広い業種・企業を年度別に分析し、結果を更に裏付ける必
要がある。
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【注記】

（注 1）東京証券取引所の業種分類のうち、「機械」、「電気機器」、「輸送用

機器」の 3 つに含まれる 1 部上場企業を対象とした。理由は下記 2 点より、

上記 3 業種に含まれる企業を調査する事で、幅広く機械系メーカ企業の調

達リスクマネジメントを把握できると考えたからである。第 1 に、経済産

業省（2016）の調査結果によると、上記 3 業種が日本国内の製造業全体の

中で事業所数（19.1％）、従業員数（27.8％）、製造品出荷額（31.8％）、付

加価値額（31.2％）のいずれにおいても大きな割合を占めている。第 2 に、

国内の著名な大手機械メーカ企業が多く含まれている。

（注 2）調査企業の公式ホームページに掲載される調達方針、企業レポート、

CSR レポート、サステナビリティレポート、統合報告書、年次報告書（調

査期間 2019 年 11 月～ 2020 年 2 月）を調査資料とした。調達プロセス別

にキーワードを設定し、調査資料から調達 RM に関する記述をそれらの

キーワードに基づき抽出し、分類・整理した。詳細は Endo and Kamei（2022）
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に記載している。

（注 3）調達 RM の詳細な施策内容や業種間での施策数の差に関する分析

結果は Endo and Kamei（2022）に記載している。同論文では、企業の客先

の違いが調達 RM 施策数に影響することも示した。その原因は、客先に一

般消費者を含む企業は社会での認知度が高く、経営者は自社評価維持のた

め調達リスク認知度が高まる事であると考えられた。
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